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平成３０年３月６日 

 

 

復興庁 

福島県 

大熊町 

 

 

 

 

 

調査結果（速報版）の見方 

・「ｎ」とは、質問に対する回答者数であり、100％が何世帯の回答に相当するかを示すもので

ある。 

・回答の構成比は百分率をあらわし、小数点第２位を四捨五入して算出しているため、回答比

率の合計が 100％にならない場合がある。 

・回答者が２つ以上の回答をすることができる多肢選択式の質問においては、全ての選択肢の

比率を合計すると 100%を超える。 

 

  

大熊町住民意向調査 調査結果（速報版） 

調査の概要 

 

１．調査対象：世帯の代表者（5,218 世帯） 

２．調査時期：平成３０年１月４日～１月１８日 

３．調査方法：郵送配布、郵送回収 

４．回答者数：2,623 世帯（回収率５０.３％） 

 

 

基本属性 

【年代】 

 

n = 2,623 2.1 8.7 14.1 16.9 27.8 29.1 1.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

２９歳以下 ３０～３９歳 ４０～４９歳 ５０～５９歳 ６０～６９歳 ７０歳以上 無回答 1.4
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避難状況 

１．避難先自治体 

２．現在の住居形態 

３．職 業 

n = 2,623 42.5 2.6
2.1

9.8 8.5 8.5 25.5 0.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

いわき市 南相馬市 福島市

郡山市
会津若松市 福島県内のその他

の市町村 福島県外 無回答 0.6

n = 2,623 3.5 12.8 6.9 9.5 2.2 59.6 4.4 1.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

応急仮設住宅

（プレハブ型。無償）

公営住宅

（有償）

家族のどなたかの

お住まい・実家

持ち家（ご本人または

ご家族所有）
その他

無回答 1.0

応急仮設住宅

（民間住宅・公営

住宅などの借り

上げ型。無償）

民間

賃貸住宅

（有償）

n = 2,623 5.3 3.0 13.9 13.0 1.1
3.9 3.9 42.4 6.2 3.0 4.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

自営業・

会社経営者

（継続中もしくは

再開済）

自営業・

会社経営者

（休業中）

会社員（勤め人）

（労務や外勤を

主とする業務）

公務員

パート・

アルバイト

無職（職を

探していない）

無職（職を

探している）
その他

無回答

会社員（勤め人）

（事務や内勤を

主とする業務）

団体職員
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４．世帯人数 

５．震災発生当時の住居形態 

n = 2,623

持ち家

（一戸建）

民間賃貸住宅

（一戸建）

民間賃貸住宅

（集合住宅）

公営住宅
家族のどなたかの

お住まい・実家
無回答 0.7

給与住宅

（社宅、公務員

宿舎など）

その他

73.1 4.6 5.5 3.7
2.8

7.9 1.8 0.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0

200

400

600

800

1,000

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人 ７人 ８人

以上

世帯数
現 在

0

200

400

600

800

1,000

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人 ７人 ８人

以上

世帯数
震災発生当時
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将来の意向 

６．帰還の意向 

７．帰還する場合の家族構成 

n = 327

家族全員での帰還を

考えている
家族一部での帰還を

考えている

現在検討して

いるところ

まだ

わからない 無回答

34.3 36.1 14.4 11.9 3.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全  体 n = 2,623

２９歳以下 n = 54

３０～３９歳 n = 228

４０～４９歳 n = 370

５０～５９歳 n = 444

６０～６９歳 n = 729

７０歳以上 n = 762

年
代
別

15.7

11.9

9.7

10.3

11.4

9.3

12.5

23.0

26.7

28.4

33.0

26.3

27.8

26.9

58.5

60.5

60.6

55.9

62.3

63.0

59.3

2.8

0.8

1.4

0.8

1.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

戻りたいと考えている

（将来的な希望も含む）
まだ判断が

つかない
戻らないと決めている 無回答

※〔６．帰還の意向〕で「戻りたいと考えている（将来的な希望も含む）」と回答した方のみ 



5 

 

 

 

 

 

 

  

８．帰還する場合に希望するサービス 

９－１．帰還した場合の住居形態    ＜ 戻りたいと考えている方＞ 

公共交通サービス

住宅の修繕・建て替えの相談サービス

健康相談・生活相談サービス

健康増進・介護予防サービス

雇用確保・就業支援の相談サービス

移動販売サービス

食事宅配サービス

安否確認・見守りサービス

通信環境改善の相談サービス

その他

無回答

全　体

n=1,032

戻りたいと考えている
（将来的な希望も含む）

n=327

まだ判断がつかない

n=705

58.4

52.3

45.9

46.5

31.5

39.1

31.5

35.2

22.6

4.9

5.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

57.2

50.9

48.4

45.8

35.1

34.4

31.9

30.6

24.1

3.5

7.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

56.6

50.2

49.6

45.5

36.7

32.2

32.1

28.5

24.8

2.8

8.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n = 327 50.2 10.7 1.2 20.5 4.3
1.5

1.8
6.7 3.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

元の持ち家（自宅）

（建て替える

場合を含む）

自宅とは別の

場所に新たに

一戸建の持ち家

を建てたい

公営住宅

（一戸建）

公営住宅

（集合住宅） その他 無回答

民間賃貸住宅

（集合住宅）

家族の

どなたかの

お住い・実家

現時点

では判断

できない

※〔６．帰還の意向〕で「戻りたいと考えている（将来的な希望も含む）」「まだ判断がつかない」と回答した方のみ 

※○はいくつでも 

※〔６．帰還の意向〕で「戻りたいと考えている（将来的な希望も含む）」と回答した方のみ 

９－１．帰還した場合の住居形態    ＜ 戻りたいと考えている方＞ 
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９－２．帰還した場合の住居形態    ＜ まだ判断がつかない方 ＞ 

１０．帰還を判断するために必要な情報 

n = 705 35.9 11.2
1.7

2.1
1.3

13.0
3.5

1.6
2.3

21.4 6.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

元の持ち家

（自宅）（建て替える

場合を含む）

自宅とは別の

場所に新たに

一戸建の持ち家

を建てたい

公営住宅

（一戸建）

公営住宅

（集合住宅）

家族の

どなたかの

お住い・実家

その他
無回答

自宅とは別の

場所に分譲

集合住宅を

購入したい

民間賃貸住宅

（一戸建）

民間賃貸住宅

（集合住宅）
現時点

では判断

できない

n = 705

道路、鉄道、学校、病院などの社会基盤（インフラ）の
復旧時期の目途

放射線量の低下の目途、除染成果の状況

住宅確保への支援に関する情報

どの程度の住民が戻るかの状況

避難指示解除となる時期の目安に関する情報

原子力発電所の安全性に関する情報（事故収束や
廃炉の状況）

賠償額の確定

放射線の人体への影響に関する情報

働く場の確保の目途

中間貯蔵施設の情報

その他

無回答

71.8

52.5

50.4

50.1

45.7

45.5

44.7

38.0

33.6

31.3

4.5

7.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

※〔６．帰還の意向〕で「まだ判断がつかない」と回答した方のみ 

※〔６．帰還の意向〕で「まだ判断がつかない」と回答した方のみ 

※○はいくつでも 
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11．大川原地区内の復興拠点や特定復興再生拠点区域への居住意向 

大川原地区内に復興拠点を設置し、町が主導して先行的に住宅地や生活関連施設の整備を進めま

す。また、特定復興再生拠点区域については、平成34 年春頃までの避難指示解除を目指して上下

水道等のインフラの復旧と除染を一体的に進めて参ります。 

12．大川原地区内の復興拠点や特定復興再生拠点区域において希望する住居形態 

13．大川原地区内の復興拠点や特定復興再生拠点区域に居住しない理由 

n = 352

公営住宅

（一戸建）

公営住宅

（集合住宅）

分譲地を

購入し、

自宅を建築

特定復興再生

拠点区域に

ある自宅 その他

現時点では

判断がつかない

無回答

28.4 8.2 11.4 31.8 8.0 8.0 4.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

n = 76

大川原地区内の復興拠点や

特定復興再生拠点区域以外

にある自宅に戻るから

大川原地区内の復興拠点や

特定復興再生拠点区域以外に

自宅を購入し生活したいから
その他 無回答

72.4 6.6 10.5 10.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

n = 1,032

大川原地区内の

復興拠点に

居住したい

特定復興

再生拠点区域に

居住したい

大川原地区内の

復興拠点や特定復興

再生拠点区域には

居住しない 判断ができない
無回答

12.7 21.4 7.4 49.8 8.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

※〔６．帰還の意向〕で「戻りたいと考えている（将来的な希望も含む）」「まだ判断がつかない」と回答した方のみ 

※〔11．大川原地区内の復興拠点や特定復興再生拠点区域への居住意向〕で「大川原地区内の復興拠点や特定復

興再生拠点区域には居住しない」と回答した方のみ 

 

※〔11．大川原地区内の復興拠点や特定復興再生拠点区域への居住意向〕で「大川原地区内の復興拠点に居住し

たい」「特定復興再生拠点区域に居住したい」と回答した方のみ 
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14．大川原地区内の復興拠点や特定復興再生拠点区域への居住を判断できない理由 

n = 514

生活関連施設がどの程度整備されるかわからないから

道路、学校、病院などの社会基盤（インフラ）がどの程度
整備されるかわからないから

生活の拠点にできるかわからないから

周辺環境がわからないから

自身の生活の見通しがたっていないから

どのような人が住むかわからなく不安だから

その他

無回答

56.8

52.7

49.2

44.2

40.3

30.9

9.3

11.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

※〔11．大川原地区内の復興拠点や特定復興再生拠点区域への居住意向〕で「判断ができない」と回答した方のみ 

※○はいくつでも 
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15．戻らないと決めている理由 

n = 1,555

原子力発電所の安全性に不安があるから

放射線量が低下せず不安だから

中間貯蔵施設の計画があるから

水道水などの生活用水の安全性に不安があるから

家が汚損・劣化し、住める状況ではないから

医療環境に不安があるから

生活に必要な商業施設などが元に戻りそうにないから

大熊町に戻っても仕事がなさそうだから

介護・福祉サービスに不安があるから

大熊町での事業の再開が難しいから

営農などができそうにないから

大熊町外への移動交通が不便だから

教育環境に不安があるから

道路、鉄道等の交通インフラに不安があるから

すでに生活基盤ができているから

避難先の方が生活利便性が高いから

高齢者・要介護者のいる世帯なので生活が不安だから

帰還までに時間がかかるから

今の環境で子どもの教育を継続させたいから

避難先で仕事を見つけているから

他の住民も戻りそうにないから

今後の津波被害を受ける可能性があるから

その他

無回答

【今後の生活に
　　　　　　　関わるもの】

【町内の復旧状況に
　　　　　　　関わるもの】

【帰還の前提・健康に
　　　　　　　関わるもの】

24.1

20.6

20.1

14.5

26.7

15.0

7.8

6.0

5.3

2.6

2.1

2.1

1.7

1.4

36.1

16.7

12.5

9.3

7.8

5.3

5.3

0.3

3.0

4.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

※〔６．帰還の意向〕で「戻らないと決めている」と回答した方のみ 

※○は３つまで 
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16．帰還しない場合に希望する行政の支援 

17．帰還しない場合に居住を希望する（既に居住している場合を含む）自治体 

18．帰還しない場合に希望する（既に居住している場合を含む）住居形態 

n = 1,555 69.9 5.3 1.2 5.5 6.6 3.4 3.6 4.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

持ち家

（一戸建）

持ち家

（マンションなど）

民間賃貸住宅

（アパート・

マンションなど）
その他 無回答

民間賃貸住宅

（一戸建）
公営住宅

家族の

どなたかの

お住まい

n = 1,555 41.8 2.7
2.2 10.4 4.4 7.4 26.0 5.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

いわき市 南相馬市

福島市

郡山市 会津若松市

福島県内の

その他の市町村

福島県外
無回答

n = 1,555

役場からの継続的な情報提供

継続的な健康管理の支援

一時帰宅支援

イベントや交流の場の開催

雇用確保の支援

その他

無回答

68.9

59.4

40.7

18.2

8.2

7.5

8.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

※〔６．帰還の意向〕で「戻らないと決めている」と回答した方のみ 

※○はいくつでも 

※〔６．帰還の意向〕で「戻らないと決めている」と回答した方のみ 

※〔６．帰還の意向〕で「戻らないと決めている」と回答した方のみ 
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19．大熊町との「つながり」を保ちたいか 

20．大熊町を訪れたい頻度 

n = 2,260

１ヶ月に

１回程度

２～３か月に

１回程度

半年に

１回程度

１年に

１回程度

１～３年に

１回程度

訪れる

つもりはない

無回答

12.8 19.2 21.6 18.6 9.4 8.3 10.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

n = 2,260

そう思う わからない そう思わない 無回答

60.0 26.7 4.8 8.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

※〔６．帰還の意向〕で「まだ判断がつかない」「戻らないと決めている」と回答した方のみ 

※〔６．帰還の意向〕で「まだ判断がつかない」「戻らないと決めている」と回答した方のみ 
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不動産の取り扱い 

21．大熊町内に保有している家屋の利用意向 

22．大熊町内に保有している宅地の利用意向 

n = 2,623 24.0 9.0 19.6 19.6 11.9 6.7 9.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

世帯で保有

している

宅地はない

宅地除染後、

自ら使いたい

宅地除染後、

行政や事業者に

使ってもらいたい

宅地除染後に

判断したい

全て中間貯蔵

施設予定地内

に保有している

その他

無回答

n = 2,623

世帯で保有

している

家屋はない

建物除染後、

修繕して自ら

使いたい

建物除染後、

行政や事業者に

使ってもらいたい

（売却・賃貸を含む）

解体して

建替えたい

解体して

更地にする

被災状況を

確認してから

決めたい

全て中間貯蔵

施設予定地内に

保有している
その他

無回答

16.8 5.7 10.4 4.8 29.7 8.1 12.2 5.2 7.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%


